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会議体 主なメンバー 開催頻度 主な役割
取締役会 取締役、社外取締役 月1回程度 戦略の監督
コーポレートガバナンス委員会 代表取締役、社外取締役、監査役、社外監査役 年2回程度 戦略に関する重要事項について討議のうえ、取締役会に提言

サステナビリティ委員会 経営戦略本部長、環境・社会分野の重点テーマ
の担当役員、本社機能部門長 年2回以上 戦略の立案・審議・決定、全社管理指標の進捗管理

グループ環境経営会議 グループ会社環境担当役員 年1回程度 戦略のグループ展開
事業本部環境委員会 事業本部長、環境統括責任者、環境推進責任者 年2回程度 戦略の実行、個別管理指標の進捗管理

「エンドレス グリーン プログラム（EGP）」（気候変動問題・生物
多様性保全を含む）は、環境経営に関する重要な事項である
ため、取締役会への報告事項としており、年1回以上、サス
テナビリティ委員会が取締役会に進捗状況を報告しています。
また取締役会は、当該報告に基づき監督を行い、必要に応じ
て、適宜、戦略や目標および計画などの見直しについて指示
しています。取締役会で監督および決定された内容は、事業
本部環境委員会に展開され、委員会において環境目標の達成

に向けた具体的な環境改善計画の策定や進捗管理が行われて
います。2025年度は、「EGP 2026」の2024年度の全社実績
および2025年度の目標見直し、次期の「EGP 2029」について
取締役会でレビューを実施しました。「EGP 2029」において
は、カーボンニュートラルについて対象範囲の見直しととも
に長期目標の再設定と、サーキュラーエコノミーに資する取
り組みを強化するよう指示を受けました。

　P120　コーポレートガバナンス体制

方針・考え方
当社グループは、環境負荷低減と事業収益の拡大を図る

ため、「グループ環境マネジメント規程」を定めています。
当社グループの事業における調達、事業活動、商品・サー
ビスを対象とし、環境マネジメント体制の明確化、環境長
期ビジョンと環境行動計画の策定、環境監査、環境マネジ
メントの実施や環境業績評価などについて規定しています。
PDCAサイクルの実効性を高めることで、目標達成を目指し、
グループ・グローバル一体で環境経営を推進しています。

環境経営の推進

環境マネジメント体制
当社グループでは、「サステナビリティ委員会」を設置し、
年2回以上実施する当委員会では、当社グループが取り組む
べき環境活動の基本的事項および環境に関するリスクや機会
について審議・決定し、全グループの環境活動を統括してい
ます。さらに、事業本部ごとに事業本部長を環境委員長とす
る自律的なマネジメント体制を構築し、環境目標の達成度を、
年2回の「事業本部環境委員会」で確認しています。また、主
要グループ会社においては、各社の環境担当役員で構成する
「グループ環境経営会議」を開催し、サステナビリティ委員会
で決議された事項を共有しています。なお、当社の環境経営
に関する重要な事項は、サステナビリティ委員会から「コー
ポレートガバナンス委員会」へ、必要に応じて情報提供を行
う体制になっています。社外取締役や社外監査役をメンバー
に含むコーポレートガバナンス委員会では、提供された情報
を多様かつ長期的な視点で討議し、「取締役会」に提言するこ
とにより持続可能な企業経営を可能にしています。
なお、中期経営計画に合わせて策定している環境行動計画

環境経営の基盤強化 環境マネジメント

■各会議体における役割（気候変動、生物多様性など）

■環境マネジメント体制
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ITを活用し環境経営の基盤を強化
・環境パフォーマンスデータの管理

当社グループでは、国内外共にITを活用した環境データ
管理システムを導入し、環境パフォーマンスデータの集計を
効率化しています。新規データはシステム内の経年データと
比較してから入力することでミスを防止し、データ精度の向
上を図っています。また、システムによる目標管理項目ごと
の自動集計により、目標達成度を見える化し、より実効性の
高い環境活動を推進しています。

■業績連動型譲渡制限付株式報酬※のKPI環境指標について

※本制度は2025年度評価の支給をもって終了し、2026年度からは新たな評価
制度に移行します。

　P122　中長期的な企業価値向上に向けた役員報酬

環境活動実績を業績評価・役員報酬に反映
当社は、全国の事業所と環境負荷の大きい主要グループ会
社22社を対象に環境活動の結果を評価し、事業所業績評価
や役員賞与査定に反映させることで経営層のさらなる参画を
促し、環境活動のレベルアップを図っています。
また、当社では、第7次中期経営計画の開始に合わせて役
員報酬制度の見直しを行い、2022年度より取締役報酬に同
計画で定める環境指標（CO2排出量削減やCDP気候変動スコ
ア）を非財務評価指標として導入、運用しています。さらに、
2023年度より当社の取締役を兼務しない執行役員も対象と
しました。
主要グループ会社においても、環境マネジメント体制や環
境行動計画の目標達成度などを定量的に評価し、グループ業
績評価に組み入れ、役員賞与査定に反映させています。
当社事業所においては、事業所での環境への取り組みの進
捗を5段階（S〜 Dランク）で評価。評価結果を事業所の業
績評価に反映することで、環境活動に対するモチベーション
の向上を図っています。
加えて、執行役員を含む当社従業員個人の目標管理にも環
境評価を組み入れ、全階層・全従業員が環境経営に参画する
体制を構築しています。

　 w �事後交付型譲渡制限付株式報酬制度及び業績連動型譲渡制限
付株式報酬制度の導入に関するお知らせ

w �当社の取締役を兼務しない執行役員に対する事後交付型譲渡
制限付株式報酬制度及び業績連動型譲渡制限付株式報酬制度
の導入に関するお知らせ

■取締役の報酬構成（社外取締役除く）

環境経営の基盤強化 環境マネジメント

算定式

※1 当社グループの事務所、工場、施工現場、事業用施設等におけるCO2排出量（スコープ1・2）
※2 当社グループが販売、開発した住宅や建築物の使用段階におけるCO2排出量
（スコープ3 カテゴリ11）

※3 国際NGO「CDP」が世界14,000社以上の企業等を対象に調査するもので、気候
変動への対応や戦略等について8段階で評価

※4 業績目標達成係数が1を超える場合は、1とする
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■環境活動における業績評価結果
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2025年度の業績目標達成係数は、1でした。
①の達成度：▲57.6%（2025年度実績）／▲54％（2025年度目標）＝107%
②の達成度：▲54.3%（2025年度実績）／▲56％（2025年度目標）＝97％
③CDP2025気候変動スコア：A
業績目標達成係数：（0.5＋0.4）×1.2＝1.08
業績目標達成係数が1を超えるため、2025年度の業績目標達成係数は1となる。

■環境パフォーマンスデータ管理の仕組み（国内）
A社

大和ハウス工業（サステナビリティ統括部）

事務所

事務所

目標達成状況の報告

評価・分析結果
環境データの入力

環境データの入力

B社

全社実績の集計・目標管理

業績評価への反映

情報開示（Webサイト・サステナビリティレポート）

各種アンケートへの回答

本社

事務所

事務所

本社

環境データ
管理システム

https://www.daiwahouse.com/about/release/house/pdf/release_20220513-4.pdf
https://www.daiwahouse.com/about/release/house/pdf/release_20220513-4.pdf
https://www.daiwahouse.co.jp/about/release/house/pdf/release_20240111-2.pdf
https://www.daiwahouse.co.jp/about/release/house/pdf/release_20240111-2.pdf
https://www.daiwahouse.co.jp/about/release/house/pdf/release_20240111-2.pdf
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不動産の投資判断基準にICP制度を導入
当社グループは、2023年4月より、新たに投資用不動産の
投資判断基準としてインターナルカーボンプライシング（以
下、ICP）を導入、日本初の取り組みをスタートしました。こ
の取り組みは、対象不動産のCO2削減量に基づき環境価値を
金額換算して加算することで、内部収益率（以下、IRR）に反
映させるものです。
世界的に長期金利が上昇し、日本においても金利の上昇が

予測されるなか、当社は2023年2月より投資用不動産の投資
判断基準であるIRRの基準を厳格化し、不動産開発による損
失リスクを軽減させる取り組みを開始しました。そのようなな
か、当社はIRRの厳格化に対する緩和策として不動産投資の
判断基準にICPを活用することで、当社が開発・建設する投資
用不動産の稼働後におけるCO2排出量を削減し、建物やまち
づくりの脱炭素化をより加速させることとしました。
ICPの運用により、不動産開発事業における省エネ・創エ
ネの取り組みレベルが向上し、より高いZEH-M・ZEBランク
の実現につながりました。その結果、2025年度はZEH-M 
Ready またはZEB Ready 以上の建築物の割合が、運用開始
前の2022年度に比べて11ポイント増加し、投資用不動産の
CO2排出量削減に寄与しています。
なお、ICPで使用している社内炭素価格は、不動産が長期間
利用されることから、環境省のインターナルカーボンプライシ
ング活用ガイドラインで示されている炭素価格をもとに、将
来予測値の累積平均である20,000円/t-CO2を採用しています。

　 w �日本初 投資用不動産の投資判断基準としてインターナルカーボン
プライシング制度を導入

ISO14001の認証取得、環境監査の実施
環境マネジメントの国際規格ISO14001認証を取得して
いる当社（生産部門）､ 大和リース（全社）、フジタ（国内全社）
では、各々内部監査員を選任し、ISO14001の要求事項に基
づき内部環境監査を実施しています。
また、ISO14001認証を取得していない主要グループ会社
に対しては、当社の本社機能部門が、環境マネジメントの運
用状況、環境パフォーマンスの改善状況、環境データの集計
方法や報告内容の正確性などについて環境マネジメント監査
を実施しています。なお、監査実施後、グループ会社の環境
担当役員に対して監査報告書を送付し、是正計画書および是
正完了報告書の提出を求めています。
　P153　環境データ ISO14001認証取得状況

環境法規制に関する罰金などの状況
（2025年度）
2025年度は、環境法規制に関する罰金・違約金はありま
せんでした。また、周辺環境に大きな影響を与える事故・苦
情はありませんでした。
　P112　法令違反•訴訟など（ESG問題含む）による制裁措置

P153　環境データ 環境違反罰金額

環境経営の基盤強化 環境マネジメント

従来

金銭価値 金銭価値

CO2
削減価値

不
動
産
価
値

CO2削減価値
を加味

ICP×CO2削減量｝ CO2削減量の効果を
金額換算し、
仮想的に上乗せ
　  不動産価値向上

https://www.daiwahouse.co.jp/about/release/house/20230420143217.html
https://www.daiwahouse.co.jp/about/release/house/20230420143217.html
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環境経営の基盤強化 環境マネジメント

方針・考え方
不動産ポートフォリオにおける環境マネジメント方針

当社では、自社で開発したオフィスや商業施設、物流
倉庫など、当社が保有する賃貸不動産の環境負荷低減も重
要と考え、これらの保有物件における温室効果ガス排出量
やエネルギー使用量、水使用量を把握し削減するとともに、
グリーンビルディング認証の取得も進めています。
大規模開発案件においては、ABINC認証を参考にした
生物多様性保全に関する自主基準のチェックリストを運
用しています。また、「みどりをつなごう！」を合言葉に、
地域の生態系に配慮した在来種の緑化提案を行うなど、生
物多様性保全も推進しています。
今後は、環境負荷の低いポートフォリオの構築を目指
し、施設屋根への太陽光発電システムやスマートメーター
の設置、再生可能エネルギーの活用などの取り組みを推進
していきます。
　P156　環境データ 不動産ポートフォリオ

大規模複合開発における環境への対応

当社グループは、これまでに培ってきた土地開発や建
物の管理・運営に関するノウハウを活かし、国内外で推進
する大規模な複合開発において環境負荷を低減させるさ
まざまな取り組みを行っています。また、地域の植生や
生態系の調査を実施し、階層構造の緑地計画などにより
豊かな緑地を形成し、人と自然の共生を目指しています。
　P100　ソーシャル•インクルーシブなまちづくり

保育施設やカフェテリアなどを完備し、
サステナビリティに寄与する物流施設
当社が開発する物流施設「DPL」において、カフェスペー

ス（共用休憩室）や事業所内保育施設を併設し、働き手の職
場環境の充実に取り組んでいます。これにより、こどもを持
つ労働者をサポートするとともに、物流業界の人手不足解消
にも寄与しています。また、新築時にはZEB認証の取得と
太陽光発電システムの搭載を推進しており、当社が開発する
マルチテナント型物流施設の屋根には、自家消費型のオンサ
イトPPAを順次導入しています。
2023年4月に完成した、計4棟のマルチテナント型物流

施設からなる「DPL流山プロジェクト」　（千葉県）では、物
流施設内に、テナント企業の従業員向けの事業所内保育施設
（認可外）やドライバーステーション、カフェテリアやコン
ビニエンスストアなどを完備しています。また、非常用発電
機や防災備蓄倉庫、マンホールトイレを設置するなど、BCP
対応として防災にも取り組んでいます。さらに、全棟に太陽
光発電システムを搭載し、環境にも配慮しています。

　 w �物流施設建築を通じて未来を拓く

w �働く人にも、まちの人にも、喜ばれる場所に。�
物流だけじゃない、物流センターDPL

商業施設でのエネルギーマネジメント
当社グループが管理・運営し、その一部を賃貸している原

則すべての自社施設では、テナント区画をはじめとする必要
箇所にパルス付き計量器などのスマートメーターを設置し、
エネルギー量および水使用量のモニタリングを実施していま
す。
当社グループの大和ハウスリアルティマネジメントが管

理・運営する商業施設「湘南モールフィル」（神奈川県）では、
各テナント部に設置されたパルス付き計量器を設置していま
す。これらの計測器からリアルタイムで取得する電気使用量
のほか、館内の温度や冷温水温度などのエネルギー関連情
報を中央監視室に集約・活用することで、施設運営に役立て、
効率的なエネルギー使用を図っています。

「DPL流山Ⅳ」内の保育施設

「湘南モールフィル」のテナント部
に設置された電力計量器

https://www.daiwahouse.co.jp/business/logistics/sustainability/
https://www.daiwahouse.co.jp/business/logistics/mamasquare/index.html
https://www.daiwahouse.co.jp/business/logistics/mamasquare/index.html
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環境教育・意識啓発
当社グループでは「コンプライアンス規程」において、事
業を営むにあたり守るべき法令・規則・社会規範のほか、「大
和ハウスグループ企業倫理綱領および行動規範」、そのほか
社内基準を遵守するための体制を整備しています。その体制
を構成する要素として「教育」を位置づけています。なかでも、
環境教育については環境教育体系を制定し、階層別に習得
すべき知識・思考を明確にして教育を実施しています。特に、
技術職向けには、環境面の能力要件を事業別・職種別に細分
化して定義。環境法令を遵守する「守り」と、ZEHやZEBの
推進など「攻め」に必要な知識・スキルを明確にし、階層別研
修を実施しています。さらに、環境関連資格の取得に向けた
支援や、現場での取り組み事例の表彰制度など、さまざまな
面から従業員の知識・意識・認識の向上を図り、環境負荷低減
と持続可能な事業活動の実践を推進しています。

　 w �大和ハウスグループ企業倫理綱領および行動規範

環境教育の実施
当社グループでは、期初に年間の環境教育計画を策定し、
一般教育および専門教育を体系的に実施しています。
一般教育では、環境を取り巻く社会動向や当社グループの
環境方針、社内の優秀な取り組み事例の紹介などを中心に全
従業員を対象とした教育を行っています。2025年度は、全
従業員を対象に、資源循環に取り組む意義について具体的な
取り組み事例をふまえたeラーニングを実施しました。
専門教育では、廃棄物や土壌汚染などの法令遵守を中心と
した「守り」に関する教育に重点を置くとともに、環境配慮
型建物の普及拡大を目指す「攻め」の教育として、部門別に
環境配慮設計や事業活動における環境負荷低減に関する研修
（eラーニングを含む）を実施しています。加えて階層別研修

では、脱炭素に向けたZEHやZEBの推進や生物多様性保全
に資する在来種緑化について、社会的責任の観点に加え、事
業活動上の意義を含めた教育を実施しています。

　P154　環境データ 環境教育実施状況（2025年度）

役員を対象とした研修会を開催
当社では、社会的重要度が高いさまざまな課題をテーマに、

経営層向けの勉強会を実施しています。2025年度は、サス
テナビリティ戦略と経営戦略の融合について専門家を講師に
招き、サステナビリティ経営研修会を開催しました。内発的
かつ長期的な視点で経営を変革し、サステナビリティ経営と
経営戦略を一体的に推進することが、企業の持続可能な成長
において重要であることを学びました。
研修会には、取締役をはじめ、執行役員、監査役の計74

名が参加しました。今後も、年に一度、経営層を対象にした
サステナビリティ経営に関する研修会を実施していきます。

　P123　経営層に向けた勉強会の実施

環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®の取得推進
環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®※（以下、ｅｃｏ検定と

する）の取得は、多様かつ複雑な環境問題に関する基礎とな
る知識を体系的に習得するために有効な手段です。当社グ

ループでは、従業員一人ひとりの環境リテラシー向上を目的
として、ｅｃｏ検定の受験を積極的に推進しています。
2025年度からは、当社の全級職の昇格選考における推
薦要件として、ｅｃｏ検定の取得を設けました。その結果、
2026年3月末時点で当社グループのｅｃｏ検定取得者数は
34,870名(2025年3月末比3,573名増）となりました。
今後も年2回、組織ごとの取得者数をグループ内で周知す

るなど継続的な受験促進策を実施し、2026年度までにｅｃｏ
検定取得者数をグループ全体で38,000名に増やすことを目
指しています。

※環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®は東京商工会議所の登録商標です。

　P154　環境データ 環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®取得者数

優秀事例コンテストの実施
当社では、各事業所で取り組む環境改善事例を顕彰する

「Challenge! We Build ECOコンテスト」を実施しており、
2025年度は、202件の応募がありました。当コンテストは、
環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2026」に基
づいた7つのチャレンジ・ゼロの目標達成や、気候変動適応
策・化学物質による汚染への対策などについて活動事例を募
集し、最も顕著な成果をあげた事例を「社長賞」として表彰
しています。
また、グループ会社においても「Challenge!グループ

ECOコンテスト」を実施し、当社と同様に優れた環境事例を
表彰することでグループ各社の環境改善にチャレンジする意
識や意欲の向上を図っています。なお、これらの優秀な取り
組みは社内イントラネットや社内報「nagomi」に掲載するな
ど、当社グループ全体へ水平展開しています。

環境経営の基盤強化 環境マネジメント

サステナビリティ経営研修会の様子
（リアルとオンラインのハイブリッド開催）

https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/csr/pdfs/code_of_conduct.pdf
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環境経営の基盤強化 サプライチェーンマネジメント（環境）

方針・考え方
当社グループは、資材の調達や施工などを通じて、資
材の原産地や加工場で働く人々、サプライヤー、施工現場
周辺の地域社会など、サプライチェーン全体にわたり、地
球環境および多様な関係者に影響を与えています。そこで、
負の環境影響を低減していくには、サプライヤーとの協働
が不可欠だと考え、サプライヤーのモニタリングやトレーニ
ング、共同開発など、各フェーズでの連携を進めています。
2015年7月に、サプライヤーに対する「大和ハウスグ
ループ調達基本方針」と「CSR調達ガイドライン」を制定し
ました。2023年4月に「CSR調達ガイドライン」を「サプラ
イチェーン サステナビリティ ガイドライン」に改定しまし

た。「大和ハウスグループ調達基本方針」では当社グループ
がQCD（品質・コスト・納期）に加えて、社会性・環境性につ
いても配慮した調達を進めることを定めています。また「サ
プライチェーン サステナビリティ ガイドライン」ではすべ
ての1次サプライヤーを対象に、人権・労働安全・環境保全
など、社会性・環境性の包括的な基準を定めています。
特に、気候変動・資源循環に関しては具体的な目標設定

を要請するとともに、水リスクに関する調査を継続実施し
ています。また、化学物質管理と木材調達に関しては具体
的なガイドラインや評価基準を定め、継続的なモニタリン
グを行っています。

　 wサプライチェーン サステナビリティ ガイドライン

w大和ハウスグループ 調達基本方針

マネジメント
当社では、「サプライチェーン サステナビリティ ガイド
ライン」の「取引先行動規範」において環境保全の取り組みに
関する基本原則を定め、資材調達先である「トリリオン会」、
設備機器調達先である「設和会」、生産・施工協力会社である
「協力会連合会」という3つのサプライチェーン組織を通じて、
環境への取り組みに関して協働しています。

サプライヤーのマネジメント体制
当社では、サプライヤーの組織ごとに事務局を設け、運営

をサポートしています。各サプライヤーは、当社の事務局と
協働で年度ごとに活動重点テーマとプロジェクトを選定し、
環境などへの取り組みを推進しています。

サプライヤーの研修とそのサポート
資材調達先のトリリオン会では、2017年度より会員企業

による「研修・研鑽活動」を実施しています。環境をはじめと
する各種講演会や、会員各社のオフィス、生産工場の見学会
を通じて省エネ施策を共有するなど、環境への取り組みをサ
ポートしています。
また、設備機器調達先の設和会では、会員各社の新しい環

境技術に関する商品技術展示会やセミナーなどを共催し、環
境配慮技術の普及を進めています。
さらに、生産・施工協力会社である協力会連合会では、持

続可能な社会の実現を目指し、事業活動を通じて環境負荷ゼ
ロへ貢献することを基本方針に掲げ、施工現場の3R活動や
省CO2施工などに取り組んでいます。

（1）取引先行動規範

5）環境の保全 環境と共生し人が心豊かに生きる暮らしと社会の実現を目指し、「事業活動プロセス」および
「商品・サービス」の両面において環境負荷の低減に努める。

（3）物品ガイドライン
①化学物質管理ガイドライン【基本編】
②生物多様性ガイドライン【木材調達編】

（2）企業活動ガイドライン

5-1 環境関連法令の遵守と社会か
らの要請への対応

国内外の環境関連法令を遵守するとともに、国際社会やステークホルダーからの要請に応える
ことで、環境への負荷低減と貢献に努める。

5-2 カーボンニュートラルへの挑戦 省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの活用により、パリ協定に沿った温室効果ガス
(GHG)排出量削減に努め、サプライチェーン全体でカーボンニュートラルに挑戦する。

5-3 サーキュラー・エコノミー化へ
の挑戦

廃棄物を削減し、ゼロエミッションを達成するとともに、資源の有効利用を目指して、枯渇性資
源の使用抑制や再生材の積極的な利用を推進し、サーキュラーエコノミーの実現に挑戦する。

5-4 化学物質の管理 製品に使用される化学物質の情報を取引先と共有し、かつリスクの高い物質の使用を抑制する
ことにより、ステークホルダーの健康および自然環境への影響の少ない製品の提供を図る。

5-5 生物多様性への配慮
持続可能な木材調達を通じて森林破壊ゼロを目指すとともに、生物多様性保全に配慮した操業
や敷地管理に努め、緑の量と質の向上を図り、地域の生態系に配慮する。海洋プラスチック問題
への影響をゼロにすることを目指し、使い捨てプラスチックの削減に努める。

5-6 水リスクへの対応 国や地域の水環境を考慮し、水使用量の削減と循環利用、排水管理の徹底など、水環境の保全
に取り組み、水資源の持続可能な利用を目指すとともに、水害対策による事業継続に努める。

■サプライチェーン サステナビリティ ガイドライン（環境部分のみ抜粋）

https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/csr/pdfs/csr_procurement_guidelines.pdf
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/social/esg_policy/pdf/soc_choutatsu.pdf
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サプライヤーにおける環境方針の浸透
当社グループでは、2015年度に「CSR調達ガイドライン」
を発行し、サプライヤーに対して順次説明会を実施すること
で環境方針の浸透を図ってきました。2023年度には、カー
ボンニュートラルやサーキュラーエコノミーなどの社会的要
請事項をふまえ、CSR調達ガイドラインを「サプライチェー
ン サステナビリティ ガイドライン」に改定しました。改定
にあたっては、説明会の実施やセルフチェックシステムの活
用を通じて内容の周知・理解を促進するとともに、サプライ
ヤー各社からガイドラインに対する同意書を受領しています。
さらに2025年度より、サプライヤー各社の方針および取
り組み状況をより体系的に確認する仕組みとして、外部シス
テムを活用した新たな「ESG経営評価システム」を導入しま
した。今後は、本システムによる評価結果をふまえ、サプラ
イヤーとの対話・支援を通じてエンゲージメントを強化する
ことで、サプライチェーン全体でのESG経営レベルの向上
を目指していきます。

サプライチェーンモニタリング
サプライチェーンにおける取り組みの推進やリスクの早期

発見のため、「企業活動ガイドライン」に定める6つの要求事
項について各サプライチェーン組織を通じてサプライヤーの
モニタリングを行っています。

（1）環境関連法の遵守と社会からの要請への対応
当社では施工現場や工場における協力会社（すべての1次

下請会社）に対し、廃棄物の処理などに関する各種チェック
リストをもとに推進状況の把握やモニタリングを定期的に実
施。問題があれば、その都度是正を行うほか再発防止のため
の改善活動を通じて管理体制を強化するとともに、協力会社
の従業員を対象に教育を行っています。

　 wサプライチェーン サステナビリティ ガイドライン

（2）カーボンニュートラルへの挑戦
当社グループでは、主要サプライヤーに対して温室効果ガ

ス排出量の削減目標や実績数値などを確認する調査を毎年実
施しています。この調査では1次サプライヤーに加え、一部
の2次サプライヤーが含まれます。調査結果をふまえ、取り
組みレベルの低いサプライヤーをサポートする体制として
「脱炭素ワーキンググループ」や「脱炭素ダイアログ」を立ち
上げ、2025年度は合計19社と対話を行い、取り組みのレベ
ルアップを促しました。
　P033　「脱炭素ワーキンググループ｣｢脱炭素ダイアログ｣による対

話の強化

P154　�環境データ サプライヤーエンゲージメント実施状況�
（2025年度）

（3）サーキュラー •エコノミー化への挑戦
当社グループでは、主要サプライヤーに対してリサイクル

率の目標や実績数値などを確認する調査を毎年実施していま
す。調査結果をふまえ、サプライヤーのゼロエミッション推
進、リサイクル率向上に向けて「ゼロエミダイアログ」を実
施するなど取り組みを推進しています。

　P154　環境データ サプライヤーエンゲージメント実施状況
（2025年度）

（4）化学物質の管理
当社では、集中購買サプライヤーに対して、室内空気質へ

の影響の大きい木質建材や内装、設備建材を中心に、「化学
物質使用状況報告シート」を提出していただき、「化学物質
管理ガイドライン」に沿って評価しています。適合していな
い物品についてはサプライヤーに改善を要請しています。
　P053　「化学物質管理ガイドライン」の運用

（5）生物多様性への配慮（木材調達）
当社グループでは、調達する木材の合法性・持続可能性を

評価するため、すべての木材調達先のサプライヤーに対して、
「木材調達評価書」に沿った木材調達調査を毎年実施してい
ます。調査の結果、リスクの有無に応じて木材をランク分け
し、評価の低い木材を扱うサプライヤーに対しては改善計画
書の提出を要請し、デューディリジェンスの再実施や、調達
先の変更など、計画的に改善を進めています。
　P038　サプライヤーを対象とした木材調達調査の実施

（6）水リスクへの対応
当社グループでは、主要サプライヤーの製造拠点における
水質汚染、洪水、渇水、規制への対応や海外工場が立地する
流域のリスクレベルなどを確認・評価する、「水リスク調査」を
毎年実施しています。この調査結果に基づき、スコア評価を行
い、水リスクの管理体制の構築と改善を進めています。2025
年度は、トリリオン会の研修研讃活動として、水害対策のポイ
ントについて解説し、浸水対策事例について共有しました。
　P050　サプライヤー工場における水リスク評価

環境経営の基盤強化 サプライチェーンマネジメント（環境）

「サプライチェーン サステナビリティ ガイドライン」の策定・見直し

当社調達担当者およびサプライヤーへの説明

サプライヤーから同意書の受領

取引基本契約書・発注書への反映

ESG経営評価実施 モニタリング実施
（主要サプライヤー）

研修や環境推進の支援
（脱炭素ＷＧ・脱炭素ダイア
ログ・木材調達調査など）

https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/csr/pdfs/csr_procurement_guidelines.pdf
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方針・考え方

当社グループでは、環境に対する考え方や取り組みを
わかりやすくお伝えするとともに、ステークホルダーと
の対話を行い、環境活動の改善につなげ、ESGの取り
組みに関する適正な評価の獲得を目指します。

機関投資家やESG評価機関などとの対話
近年、機関投資家やESG評価機関から当社グループの環
境に関する考え方や取り組みについて、ご質問や評価をい
ただく機会が増加しています。そこで2025年度は、サステ
ナビリティレポートや統合報告書、有価証券報告書などの
公開情報のさらなる拡充を図りました。さらに、当社主催
の機関投資家向けESGスモールミーティングの開催（1月）
や、ESGに関心の高い機関投資家10社との個別面談を行
い、ESG全般についてお互いの理解を深めました。加えて、
ESG評価機関とも評価方法や評価項目に関する意見交換を
実施しました。また、当社では新たに方針や目標を設定する
際などに、適宜、有識者やNGOなど社外のステークホルダー
と対話を行い、取り組みの充実を図っています。
今後も継続して、環境情報の発信と多様なステークホル
ダーとの対話を行い、当社グループについての理解促進と、
社外からのご意見を社内に取り入れることで活動の実効性を
高めていきます。

　P056　TCFD•TNFDへの対応
P138　外部との協働・外部からの評価

　 w �IR説明会動画・ESGスモールMT

環境Webサイトを軸とした情報発信の強化
当社グループでは、Webサイトやサステナビリティレポー
ト、展示会、こども向け環境教育など、さまざまな機会を通

環境経営の基盤強化 環境コミュニケーション
じて環境に関する情報を発信しています。なかでもWebサ
イトは、多様なステークホルダーに情報を届ける重要な媒体
と位置づけ、内容の充実を図っています。
当社グループの環境Webサイト「環境への取り組み」では、

環境長期ビジョンの解説動画や、「脱炭素への挑戦-カーボ
ンニュートラル戦略-」を掲載。「環境配慮型商品/事例」ペー
ジでは、ZEH(-M)・ZEBや環境エネルギー事業、環境に配
慮したまちづくりの事例などを紹介しています。さらに、「大
和ハウスグループのZEB」ページでは、当社が施工したZEB
の施工事例を紹介しています。2025年度には、事務所、生
産施設、商業施設の計4事例を追加し、掲載事例は22件と
なりました。建物の用途や地域、ZEBランクなどが異なる
事例を幅広く紹介し、採用したZEB技術をわかりやすく解
説することで、施主さまの脱炭素化に向けた取り組みに貢献
しています。

　 w �環境への取り組み
w �脱炭素への挑戦 -カーボンニュートラル戦略-
w �環境配慮型商品/事例
w �大和ハウスグループのZEB

外部団体との講演会や勉強会を通じ、
環境の取り組みを積極的に発信
日本国際博覧会協会が主催する2025年大阪・関西万博の
テーマウィーク「SDGs+Beyondいのち輝く未来社会」のセ
ミナー（10月）に、当社のサステナビリティ担当役員である
能村が登壇しました。本セミナーは「未来社会を担うこども
たちに、よりよい地球環境を残せないかもしれない」という
危機感を出発点に、サステナビリティへの早急な行動変容の
必要性を考えるきっかけを提供することを目的としています。
そこで、当社では大阪・関西万博での取り組みをサステナビ
リティレガシーとして引き継ぐため、シグネチャーパビリオ
ン「いのちの遊び場クラゲ館」で取り組んだサーキュラーエコ
ノミーでの新しい建築のかたちと、「ミャク市！」での建材・

設備リユースマッチング事業の構築について紹介しました。
また、当社は環境省が主導する「エコ・ファースト制度」で環
境大臣に認定された企業によるエコ・ファースト推進協議会に
加盟しています。関西交流会（1月）では、当社グループの研修
施設「みらい価値共創センター」において、脱炭素への取り組
みの紹介と、ZEB Readyを
達成した技術を紹介する施設
見学を行いました。環境省お
よび加盟企業19社の計33名
が参加し、環境への取り組み
について学び合い、意見交換
を行いました。

　P003　特集「万博への挑戦が未来をつくる」

将来世代への環境教育ワークショップを実施
当社は、2005年から次世代を担うこどもたちに向けて、
環境教育プログラム「こどもエコ・ワークショップ」を実施し
ています。2025年度は、授業の一環として大空小学校（大阪
府）でワークショップを実施し、59名が参加しました。「夏
涼しくて気持ちいいエコな家」というテーマで家模型づくり
に取り組み、エコな家の利点について理解を深めました。ま
た、地域の環境イベント（福岡県）や、児童館の親子会（京都
府）でもワークショップを実施しました。「こどもエコ・ワーク
ショップ」は、これまで125回実施し、累計8,342名の方々
に参加いただいています（2026年
3月時点）。
今後も、「住まいと暮らし」を

テーマに、こどもたちが環境につ
いて考えるきっかけを提供する活
動を継続していきます。

　 w �はぐエコ（環境教育）

関西交流会の様子

「こどもエコ・ワークショップ」
の様子

https://www.daiwahouse.co.jp/ir/events/
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/eco/
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/eco/decarbonization/
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/eco/products/index.html
https://www.daiwahouse.co.jp/business/zeb/
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/social/contribution/hagueco/



